
 

 

個人住民税の特別徴収推進に関する九都県市共同アピール 

 

個人住民税（個人市区町村民税・個人都県民税）は、地方公共団体の行政サービ

スを支える貴重な財源であり、その確保は極めて重要な課題です。 

給与所得者の個人住民税は、原則として、所得税の源泉徴収と同様、事業者（給

与支払者）が給与から差し引いて納税（特別徴収）することが地方税法で義務付け

られています。 

しかし、個人住民税の特別徴収は必ずしも十分に徹底されていない状況にあるた

め、九都県市では、関係団体や事業者への周知活動を行うなど、それぞれ特別徴収

の推進に取り組んできました。 

 現在、首都圏では、多くの通勤者が都県域を越えて行き交っており、特別徴収を

効果的に推進するためには、九都県市が一体となって取り組むことが必要です。 

 このため、九都県市は連携協力して、納税の公平を図り、安定した税収を確保す

るため、個人住民税の特別徴収を推進します。 
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